主要4 カ国の直接投資の現状と諸問題　一先進国間相互投資と対途上国投資の動向を中心としてー by 新保 博彦


















































表 1 をみてまず最初に気がつくのは，周知のことだが， 1985年 l乙アメリカが債務固化したこ
とである。その年のアメリカの対外資産/対外負債比率は0.90である。これに対して，イギリ
ス，日本のその比率は表l乙示された期間でかなり改善している。西ドイツは76年と比較してみ












主要 4 カ国の 1 '(接投資の現状と諸問題
表1. 4 カ国の対外資産・負債残高の構造
(各国の国際収支表の数値による)
ア メ カ (単位: 100万ドル} イ ギ ス (単位: 100万ポンド)
対外資産・負債 直接投資 対外資産・負債 直接投資
(各年末) 資産 (1) 負債 (2) (沼) 対外 (3) 対内 (4)(% (各年末) 資産(1) 負債 (2)% 対外 (3) 対内 (4) (%; 
1977* 379, 105 306, 364 1.24 145, 990 34, 595 4.22 1974 * 74, 075 73, 840 1.00 13, 085 9,485 1.38 
(100) (100) (38.5) (11. 3) (100) (100) (17.7) (12.8) 
1980* 606, 867 日0， 830 1.21 215, 375 83, 046 2.59 1978* 161, 565 152, 985 1.06 25, 460 17, 120 1.49 
(lOOj (100) (35.5) (16.6) (100) (100) (15.8) (11. 2) 
1982* 824, 875 688, 675 1.20 207, 752 124, 677 1.67 1981* 325, 612 296, 537 1.10 44, 649 30, 012 1.43 
(100) (100) (25.2) (18. 1) (100) (100) (13.7) (10. 1) 
1985 952, 367 1,059,807 0.90 232, 667 182, 951 1.27 1985 594, 850 514, 476 1.16 76, 247 40, 550 1.81 
(100) (100) (24.4) (17.3) (100) (100) (12.8) ( 7.9) 
日 本 (単位: 100万ドル) 西 ド イ 、y (単位: 100万マルク)
対外資産・負債 直接投資 対外資産・負債 直接投資
(各年末) 資産 (1) 負債 (2)!Jd) 対外 (3) 対内 (4)fki) 資産 (1) 負債 (2)(!Jd) 対外 (3) 対内 (4)(%) 
1976 67, 990 58, 416 1.16 10, 313 2, 208 4.67 1976央 349, 200 241 , 000 1.45 (41, 400) (53, 100) 0.78 
(100) (1∞〕 (15.2) ( 3.8) 
1980* 159, 580 148, 046 1.08 19,612 3, 270 6.00 1977末 381, 900 274, 100 1.39 30, 900 42, 400 0.73 
(100) (100) (12.3) ( 2.2) (100) (100) ( 8.1) (15.5) 
1983* 27l, 956 234, 697 1.16 32, 178 4, 364 7.37 1981末 544, 200 487, 200 1.12 61, 500 47, 000 1.31 
(100) (100) (11.8) ( 1.9) (100) [100) (11. 3) ( 9.6) 
1985 437, 701 307, 880 1.42 43, 974 4, 743 9.27 1985末 812, 600 654, 600 1.24 85, 100 55, 000 1.551 
(100) (100) (10.0) ( 1.5) (100) (100) (10.5) ( 8.4) 
*は直接投資l乙関する詳細な調査のあった年度である。
(出所)アメリカ: Survey of Current Business , イギリス: Bank of England Quarterly Bulletin , 























てい乙う。アメリカでは乙れまで対外直接投資については， 1966年， 77年， 82年と 3 回，対内
直接投資については1974年と 80年の 2 回本格的な調査が行われている。そこで乙れらの年と 70













'6 '70 '74旧: '74新 '77旧 i'77新 '80旧 !'80新 '82 1日 '82新 '85 
対外直接投資 51, 792 75,480 110,078 : 110,078 149，但8 :145, 990 215, 375 : 215, 375 221,843: 207, 752 232,667 
残高 (1∞) (100) (1∞)l (1∞) (10): (100) (10): (1∞) (1∞ (100) (100) 
, 
増加事%) 9.9 9.9 : 10.8 : 13.8 : 1.5 3.8 
対先進国(1) 35,290 51,819 82, 895: 82, 895 108, 225 :110, 120 158， 214 江田， 214 164, 312 : 154, 381 172,750 
(68.1) (68.7) (75.3): (75.3) (72.2): (75.4) (73.5): (73.5) (74.1): (74.3) (74.2) 
' 増加率明治) 10.1 12.5 : 9.3 : 12.8 : 1. 9 : 3.8 
対途上国 13,866 19, 192 19,848: 19,848 34,462 : 31 ， 8∞ 53, 206: 53, 2侃 52, 618: 48,058 54,474 
(26.8) (25.4) (18.0)! (18.0) (23.0): (21. 8) (24.7): (24.7) (23.7): (23.1) (23.4) 
増加事%) 8.5 0.8 20.2 18.7 ム 0.6 : 4.3 
対内直接投資 9,054 13,270 20,850: 25,144 34, 595 : 34, 595 68,351: 83,046 124,677 : 124, 677 182,951 
残高2) . B 
" 増加事%) 10.0 12.0 11. 2 25.5 22.5 13.6 
(1)/(2) 3.90 3.90 3.98 3.30 3.13 3.18 2.31 : 1. 91 1.32 : 1. 24 0.94 
( )は対外直接投資総額を100とする比率
増加率は各期間の年平均増加率(%)，同一ベースで計算されている。
対外直接投資は66年， 77年， 82年，対内直接投資は74:年， 80年にそれぞれ調査が行われている。したが
ってそれぞれの年度について，旧ベースから新ベースへ再評価が行われている。




比率が0.94 と 1 を下回ったのがわかる。対外資産/対外負債の比率が 1 を割ったのと同様の事
態が直接投資についてもお乙ったのである。特に1977年以降，乙の比率の低下のテンポはきわ
めて早い。第 2 に，先進国むけ直接投資の年平均増加率は， 1980年まではほぼ10%前後であっ
たが， 80年代に入っては1.9%， 3.8% と著しく低下している。第 3 に，一方では，アメリカを
除く先進諸国の対米投資は， 1977年から急増している。対外投資の伸びの停滞とは若干の時期
のずれがあるとはいえ，著しい対照をなしている。




全世界合計 34, 595 ( 100 ) 182, 951 ( 100 ) 23.1 
カ ナ ダ 5, 650 (16.3) 16, 678 ( 9.1) 
E C 20, 113 (58.1 ) 106, 004 ( 57.9 ) 
(西ドイツ) 2, 529 ( 7.3) 14, 417 ( 7.9) 
(オランダ) 7, 830 (22.6) 36, 124 ( 19.7 ) 
(イギリス) 6, 397 (18.5) 43, 766 ( 23.9 ) 
日 本 1, 755 ( 5.1) 19, 116 ( 10.4) 
他 7, 077 ( 20.5) 41, 153 ( 22.5) 
鉱 業 4, 070 ( 2.2) 
石 油 6, 573 ( 19.0 ) 28, 123 ( 15.4) 
製 1、左旦b 業 14, 030 ( 40. 6 ) 60, 798 C 33.2 ) 
商業・卸売
( 20.9 ) 









百虫 4, 708 
険 2, 318 ( 6.7) 11, 069 ( 6.1) 
動 産 853 ( 2.5) 18, 557 ( 10. 1 ) 
他 1, 359 ( 3.9) 9, 912 ( 5.4) 































く際にもやはり乙の区分は欠かせない。イギリスと日本の対米投資の増大は， H. R. 1 産業で最
も顕著であり，西ドイツはその産業の対米投資がすでにきわめて高い水準にあるからである。




年の 1， 460億ドルから， 85年の2， 327億ドルへと増加しているが，この表のすべての項目につい












(4) U. S. Dept of Commerce , Foreign Direct Investment in the United States , 1980 , October 
1983, Table 9. なおこのセンサスについては奥村茂次氏が詳しい分析を行っておられる。奥村茂次「アメ
リカをめぐる先進国間相互l目接投資の現段階J ， ~季刊経済研究~，第 7 巻第 4 号， 1985年 3 月。
(5) 拙稿「主要 4 カ国多国籍企業の内部化の実状と新しい動向J ， i"季刊経済研究~，第 10巻第 1 号， 1987年 6 月。
乙の論文においても指摘しているが，研究集約度を 1 つの基本的概念にして多国籍企業の研究をすすめている
のはダニングである























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































主要 4 カ国の [Î[接投資の現状と諸問題
してみた。直接投資残高は停滞していたにもかかわらず，在外子会社の総資産残高はこの 5 年





















ブームは， 1975年頃からはじまり 80年代に入って高揚を示す，合併運動の第 4 の波」 (8L し、われ
ている。特に日本や西ヨーロッパ諸国の激しい追いあげにあっている自動車や電機産業では，
ハイテク化をめざした大規模な買収・合併が行われている。例えばGMはヒューズ・エアクラ
フトを53億ドルで， G E は RCA を63億ドルで、買収した。これは1985年のM&Aの，前者は第
4 位，後者は第 1 位l乙位置する規模で‘ぁ♂アメリカの製造業の多国籍企業は，日本や西ヨー
ロッパ諸国に対する競争力をつけるために，対外直接投資によるよりも，より短期間のうちに，
よりリスクの少ない形で高度な技術を吸収できる国内での企業買収・合併の方法をとっている




(8) 松井和夫他『米国の企業買収・合併~，東洋経済新報社， 1987年， 1 ページ。
(9) InstitutionαI Investor , January 1986, pp.264~ 5. 
-45 -
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































で，以下の 2 カ国の場合も同様であるが，国際収支ベースの表 l とはあわない。乙れらを前提








わっておきたい。また，時期は次にみる途上国の国別分類が， 1976年 9 月から 85年12月の期間に
ついて可能であるので，できるだけそれと対応するように77年 3 月から 86年 3 月とした。乙うし
た点を了解したうえで，表 8 をみてみよう。まず最初に気がつくのは，やはり日本もイギリスと同
様にH.R.l 産業の対北米投資が急増しているととである。対北米投資総額は46. 7億ドルから








表 9 で検討する期間は， 1977年から 85年までとした。これらを念頭において表 9 をみてみよう。
そうすると，西ドイツの対米投資，とりわけ H.R.I 産業のそれの増加のテンポは，イギリス
や日本に比べればかなり遅くみえる。しかし， 1985年の西ドイツの製造業の対米投資額285.8





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































主要 4 カ国の[1' 1接投資の現状と諸問題
る投資額と，アメリカに対する投資額の比重が1985年でみると，それぞれ30. 7%, 30. 3% とほ
ぼ同じ比重になった。西ドイツにおいても，やはり従来の直接投資のパターンがかわりつつあ
るのである。
3 カ国の動向をもう一度簡単に要約してみよう。まず表に示された期聞についていえば， 3 
カ国とも対米投資，特に H.R.I 産業のそれが著しく増大していることが明らかになった。そ
の結果，各国の直接投資がもっていたそれぞれの特徴，イギリスの対英連邦投資，日本の対途
上国投資，西 F イツの対 EC投資という特徴がしだいに失われ，互いにかなり類似した構造に
なりつつあるといえる。






























1977年 1982年 1985年 年平均
直接投資 直接投資 総資産 直接投資 増加率残 王F当司f 残 IロE司 残 F口司 残 高
文す 銀 行 4, 370 10, 342 573, 721 14, 728 (16.4) 
外 金 融他(2) 21, 248 17, 618 182, 813 21, 914 ( 0.4) 直接投総資 金 融 ム 9， 828 103, 494 {呆 険 7, 240 44, 085 
不動産 549 1, 609 額 持株会社 19, 657 33, 624 
銀 行 ① 2, 446 306, 870 7, 466 (15.0) 
金 融 他 11, 714 98, 287 23, 389 ( 9.0) 
1977年 1980年 1985年 年平均
直接投資 直接投資 総資産 直接投資 増加率残 壬，.生司T 残 TIE-司- 残 高 残 Iロτョョ
女-g 銀 行 4, 554 229, 939 11, 503 内 2, 226(1) 韓接投防資 金 融 1, 222 32, 291 4, 708 保 険 2, 318 6, 077 36, 240 11, 069 (21. 6) 
額 不動産 853 5, 976 19, 872 18, 557 (47.0) 
①/② 1.10 (1.33) 0.65 
注(1) 1977年の対内直接投資残高②は銀行と金融の合計である。
(2) 対外直接投資残高の「金融他」の内訳は明らかにされていない。
(出所) 1985年: Survey of Current Business , August 1986. 
1982年: U. S. Direct Investment Abroad : 1982 Benchmark Survey Data. 
1980年: Foreign Direct Investment in the United States , 1980. 






















本稿は特に E を設けて， 4 カ国の対途上国投資の現状を詳しくみていきたい。
その際の一般的な注意については I で述べたとおりであるが， 1 で l つの基本的な概念とし
て用いた研究集約度は H では使えない。アメリカの統計ですらも対途上国投資についてはかな
り秘匿個所が多いからである。したがって E では途上国を国単位として，経済発展の類型によ
って区分するという万法を用いる。途上国はN 1 Cs ，香港・シンガポール，タックス・へ.イ
ブン， OPEC，その他の 5 つに区分される。 N 1 Cs tこは韓国，台湾，ブラジル，メキシコ，
アルゼ、ンチンの 5 カ国が含まれる。香港(イギリス領)，シンガポールはN 1 Cs でもあるが，
同時にタックス・へイブン的色彩もあわせもつので独立させた。タックス・ヘイブンにはイギ
リス領のパーミューダとケイマン諸島，オランダ領アンテイルの 3植民地とパハマ，パナマ，







子会社の総資産残高ベースでとらえ直すならば，乙の比率はかなり高くなる。表 5 と 6 をみて
みよう。アメリカの途上国むけ投資は， 1 で述べた理由によって，子会社の総資産残高ベース
でみるのが適切である。表 5 によれば， 1982年の銀行を含む在途上国子会社の総資産 5， 024 億
ドルのうち，タックス・へイブンにおかれた子会社の総資産は 2， 360 億ドルで、47%を占め， 19 
82年までの 5年間の年平均増加率は19.9%にも達する。これは香港・シンガポールにつぐ高い















が多いが，金融他が急増しているのに注意しておかねばならない。これに対して， N 1 Cs や


























構成比 構成比 構成比 増加率
世界合計 20, 800.5 ( 100) 61 , 683.9 ( 100 ) (16.8) 
先進国合計 16, 491. 7 (79.3) 50, 712.4 (82. 2) (17.4) 
ア メ カ 2, 625.6 (12.6) 15, 807.4 (25.6) (29.2) 
E C 5, 290.3 (25.4) 14, 300.9 (23.2) (15.3) 
他 8, 575.8 (41. 2) 20, 604.1 (33.4) (13.3) 
途上国合計 4, 308.8 (20. 7) 10, 971. 6 (17.8) ( 100 J (14.3) 
N 1 Cs3 カ国 493.9 ( 2.4) 1, 224.3 ( 2.0) (11. 2J (13.8) 
香港・シンガポール 383.3 ( 1.8) 2, 336.3 ( 3.8) (21. 3J (29.5) 
タックスへイブン 591. 3 ( 2.8) 1, 819.4 ( 2.9) (16.6J (17.4) 
石油輸出国 527.6 ( 2.5) 927.5 ( 1.5) ( 8.5J ( 8.4) 
そ の 他 2, 312.7 (11. 1) 4, 664.1 ( 7.6) (42.5J (10. 5) 
cf. 英連邦諸国 8, 724.5 (41. 9) 21, 444.8 (34.8) (13. 7) 
注(1)石油，銀行，保険業を除く。
(出所) 1981年 Business Monitor MA4 , 1981 Supplement , Table 10. 







表 8 は日本の途上国むけ投資が1977年 3 月には 116 億ドルで、対外直接投資総額の59.6%であっ
たが， 1986年 3 月には 414億ドルで49.5%になり，大幅にその比重を低下させていることを示
している。日本の対米投資の急増と，対途上国投資の急減は対照的である。表 8 は国別内訳が
ないので，『大蔵省国際金融局年報』によって，表12のように途上国むけ投資を区分した。表





総合計 N 1 Cs
'76/9 9, 961 ( 100 ) 2, 707 
途 1:国
合計 '85/12 40,650 (100 ) 8, 380 
(16.9) (13.4) 
'76/9 3, 110 (31. 2) 1, 873 
中南米
'85/12 14, 848 (36.5) 5, 973 
'76/9 4, 911 (49.3) 834 
アジア
'85/12 19, 200 (47.2) 2, 407 
'76/9 
中近東
1, 137 (1.4) 
'85/12 2, 936 ( 7.2) 
'76/9 648 ( 6.5) 
アフリカ
'85/12 3,313 ( 8.2) 
'76/9 
大洋州
155 ( 1.6) 











684 ( 6.9) 673 ( 6.8) 
5, 121 (12.6) 9, 876 (24.3) 
(25. 1) (34.8) 
471 ( 4.7) 
7, 475 (18.4) 
684 ( 6.9) 
5, 121 (12.6) 
202 ( 2.0) 
2, 401 ( 5.9) 
注(1)以上は，海外直接投資の許可・届出ベースの累計額である。
(出所) 1985年12月: 1"第10回大蔵省国際金融局年報昭和61年版.h 第55表。
1976年 9 月: r第 1 回大蔵省国際金融局年報昭和52年版.1.第57表。
(単位: 1∞万ドル)
OPEC その他
3, 665 (36.8) 2, 232 (2.4) 
11,547 (28.4) 5, 726 (14.1) 
(13.6) (11.0) 
59 ( 0.6) 707 ( 7.1) 
141 ( 0.3) 1, 259 ( 3.1) 
2, 350 (23.6) 1, 043 (10.5) 
8, 319 (20.5) 3, 353 ( 8.2) 
1, 131 (1.4) 61( 0.1) 
2, 860 ( 7.0) 76 ( 0.2) 
125 ( 1.3) 321 ( 3.2) 
227 ( 0.6) 685 ( 1.7) 
155 ( 1.6) 












214億マルクで，対外直接投資総額のし 478億マルクのわずか14.5% と， 4 カ国の中では最も
少ない。特に乙の間の減少は著しい。次に，クボループ別にみていくが，表13は表 9 と異なって，
-56-
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表13. 西ドイツの対途上国直接投資
(各年度末残高，単位: 100万マルク)
総合計 N 1 Cs
'76 9, 980 
総合計
( 100 ) 5, 448 (54.6) 
'85 21, 428 ( 10 ) 10, 999 (51. 3) 
( 8.9J ( 8.1J 
'76 1, 685 (16.9) 
アフリカ
'85 2, 953 (13.8) 
ファン '76 6, 768 (67.8) 5, 403 (54. 1) 
アメリカ '85 14, 743 (68.8) 10, 773 (50.3) 
アジア '76 905 ( 9.1) 45 (0.5) 
オセアニア '85 2, 942 (13.7) 226 ( 1.1) 
'76 61 ( 6.1) 
中 東
'85 503 ( 2.3) 
'76 1 ( 0.1) 
その他





340 ( 3.4) 
1, 539 ( 7.2) 
(18.3J 
340 (3.4) 
1, 539 (7.2) 
注(1) 本表での直接投資では第 l 次と第 2 次を含めている。
タックス
OPEC その他ヘイブン
751 ( 7.5) 1, 864 (18.7) 1, 577 (15.8) 
2, 866 (13.4) 2, 445 (11. 4) 3, 579 (16.7) 
(16.0J ( 3.1J 
159 (1. 6) 916 (9.2) 610 ( 6.1) 
ム61 (ム0.3) 1, 416 (6.6) 1, 598 (7.5) 
592 ( 5.9) 250 (2.5) 523 (5.2) 
2, 927 (13.7) 239 (1. 1) 804 (3.8) 
76 (0.8) 444 (4.4)1 
1, 177 (5.5)1 
61 (6.1) 
503 (2.3) 
1 ( 0.1) 
287 ( 1.3) 
(出所) Beilage zu" Statistische Beihefte zu den Monatsberichten der Deutschen Bundesbank “, 
Reihe 3 , Zahlungsbilanzstatistik , Nr. 3 , M舐z 1987, Nr 4 , April 1984. 
期聞を 1976年から 85年とした。表 9 は製造業合計を必要としたが，表13はそれを必要としない
からである。表13によれば，西ドイツは途上国むけ投資が少ないうえに，特定国への偏在が最
も著しい。 NICs への投資は1985年に 110 億マルクと，途上国むけ投資総額の51. 3%を占めて
いる。 NICs といってもそのほとんどがラテンアメリカ NI Cs ，とりわけブラジルで、ある。ブ
















額総額の18.6%，同じく 1975年は 114 億ドルで;20.5%であった。だが1980~ 3 年の 4 カ年の平
均をとると，それは 119 億ドルで， 1975年の額とほとんどかわらない。もちろん比重は11.7%
と大幅に下がっている。一万，乙の間最も大きく伸びたのは銀行貸付である。それは1970年に





















ところで，以上 3点にわたる特徴をもっ先進国 4 カ国の途上国むけ投資の動向がもたらす結
果を考えるうえで，まず直接投資の性格を証券投資や銀行貸付との対比のうえで明らかにする
ことが必要だろう。現在，途上国への資金の流れの中で、増大している銀行貸付や証券投資が単
































(13) 拙稿「多国籍銀行における内部化と途上国の債務累積J ， W産業と経済，j]，奈良産業大学経済学会，第 1 巻第
3 号， 1986年12月。
(14) 多国籍企業における内部化が途上国にもたらす諸問題については，次の拙稿を参照されたい。 í多国籍企業





て外国の企業の支配に至らしめる事』情」として次の 2 つをあげた。第 11乙，企業間の競争を排

























は，日米の最大の自動車メーカーである GMとトヨタがそれぞれ50%ずつ出資し， NUMMI 
を設立していることである。 GMはその一方で，いす'>'1乙38.6%，鈴木l乙 5.3%出資し，これ
らから KDセット，コンポーネン卜，完成車等の供給をうけている。また， トヨタはNUMMI
(15) Hymer, S. H. , The International Operαtions of National Firms , 1976, (宮崎義一編訳『多国籍企
業論~，岩波書店， 1979年， 28ページ。)

































I )子誌 に_j 共同出飴社
(出所) 日産自動車調査部編『自動車産業ハンドブック 1986年版~， 1986年， p92-3 より作成。
? ??
新保博彦
とは別に 100 %出資の子会社もケンタッキーに設立している。 NUMM 1 と同じようなケース
が，クライスラーと三菱グループがそれぞれ50%出資したDSMC である。クライスラーはそ
れだけでなく三菱自工に対しでも 20%出資し，三菱自工からコンポーネントを供給されている。




























(17) ~日本経済新聞~， 1986年12月 3 日。





























































V.T.R とノ f ソコンをとりあげてみよう。 V.T.R は日本についていえば， 1970年代の中頃か
ら本格的な生産が開始され， 80年代の始めにカラーテレビをぬいて家電生産の中心を占めるよ
うになった。 V.T.R の国内需要動向を，アメリカ，日本，イギリス，西ドイツについて調べ
たのが図 2 である。図をみればすぐわかるように， 4 カ国とも 1976-79年の聞に急速に需要が
増大し，それはほぼ83年まで同じようなテンポで続いた。その後は各国の市場の規模，景気の
動向，輸入規制等々の理由によって相違が目立つようになるが，それまでの期聞については，
(20) Vernon, R.,“The Product Cycle Hypothesis in a New International Environment ", Oxford 
Bulletin of Economics αnd Statistics , Vol 41, No 4 , November 1979, P. 265. 
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各国の市場がかなり同じような発展の過程をたどっていたのを確認できる。
V.T.R が1976年から 83年にかけての最も成長率が高かった商品であったとすれば， 1983年









間 山内ー三『家電~，日本経済新聞社， 1985年， 150ページ，日本電子工業振興会の資料による。
制 『電子て業年鑑1985~ ，電波新聞社， 1985年， 369ページ，および r情報化白書1987~ ，コンピュータ・エー
ジ社， 1987年， 416ページ o




















んで最大の産業の 1 つに成長しただけでなく， 90年代 l乙入ると，石油にかわって世界のリーデ
イング・インダストリーになると予測されている。自動車産業をはじめとしてハイテク化，エ
レクトロニクス化は至上命令となっており，エレクトロニクスは将来各産業の土台を形成する
ようになるといっても過言ではない。
産業構造の見通しが以上のようであるとするならば， 1 で詳しくみたように，今日の先進国
間相互投資が高研究集約度産業を中心に展開されているので，先進国間相互投資という状況は
さらに進むであろうと思われる。それは，各同の寡占的企業の戦略的提携による国際的寡占と，
そのグローパルな市場の支配をもたらすだろう。世界経済は乙れらの企業を通じた相互依存関
係を強めていくが，乙の形態での相互依存だけでは， 11 でみたようにおそらくなお菰大しつつ
ある南北聞の経済的格差を縮小していくのは困難であろう。先進国間相互投資は決して当事者
の企業とそれが属する先進国だけの問題ではない。それが途上国を含めた世界経済全体にどの
ような影響をもたらすかがあわせて検討されるべきなのである。
- 66 
